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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第２四半期
連結累計期間

第15期
第２四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自平成28年12月１日
至平成29年５月31日

自平成29年12月１日
至平成30年５月31日

自平成28年12月１日
至平成29年11月30日

売上高 （千円） 1,876,622 2,111,180 4,093,337

経常利益又は経常損失(△) （千円） △13,891 △38,558 271,616

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属する

四半期純損失(△)

（千円） △137,504 △364,812 2,888

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △134,407 △363,591 11,396

純資産額 （千円） 639,663 383,460 785,467

総資産額 （千円） 4,966,215 6,519,447 6,078,233

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △17.90 △47.48 0.38

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － 0.32

自己資本比率 （％） 12.7 5.7 12.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 13,758 △430,544 314,580

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △195,347 △78,759 △1,361,652

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △54,501 527,258 952,153

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,480,074 1,639,202 1,621,248

 

回次
第14期

第２四半期
連結会計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年３月１日
至平成29年５月31日

自平成30年３月１日
至平成30年５月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △13.39 △41.38

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第14期第２四半期連結累計期間及び第15期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益については、潜在株式は存在するものの１株あたり四半期純損失金額のため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の異常な変動など、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておりません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載し

ております「事業等のリスク」について、重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の低迷で９四半期ぶりにマイナス成長となりました

が、輸出の拡大と旺盛な設備投資が景気を下支えしております。また、完全雇用の状態が続き、企業の賃上げが相

次ぐなど、雇用環境は依然として良好です。一方、米国が段階的に利上げを実施しているほか、欧州もテーパリン

グを進めるなど、米欧では金融正常化が進展しているものの、日本は金融緩和を継続しており、出口戦略が見通せ

ない状況です。また、米国発の貿易摩擦が好調な輸出に影響を与える可能性があります。

当社グループの主力事業の市場である不動産業界は、超低金利政策を追い風として堅調に推移しておりますが、人

件費や資材の高騰に加え、シェアハウスを巡る問題など、不動産市況の先行きには一部で警戒感も生じておりま

す。

　このような状況のもと、当社グループは、不動産業界のほか、新たな事業に取り組んでまいりましたが、そのう

ち不採算な事業については、当社グループにおける将来の損失リスクを回避し資産の健全化を推し進めるため、特

別損失として、減損損失98,423千円及び関係会社事業損失引当金繰入額80,591千円を計上することといたしまし

た。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高2,111,180千円（前年同期比12.5％増）、営業利益

10,276千円（前年同期比54.1％減）、経常損失38,558千円（前年同期は13,891千円の経常損失）、親会社株主に帰

属する四半期純損失364,812千円（前年同期は137,504千円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　各セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（住生活関連総合アウトソーシング事業）

　住生活関連総合アウトソーシング事業においては、緊急駆けつけ等会員制サービス、コールセンターサービス、

その他住生活に関わるサービスの開発、提供を行っております。

　前連結会計年度に続き、賃貸市場向け、持家市場向けサービスの新規導入企業の開拓及び、既存顧客へのフォ

ロー営業に注力してまいりました。

　また、コールセンターにおいては、アウトバウンドコールセンター需要拡大への対応を目的に札幌・福岡にアウ

トバウンド業務専門の新拠点を開設いたしました。

　この結果、当四半期連結会計期間の末日現在においての累計有効会員数は,前連結会計年度末より増加し、465千

人となり、当第２四半期連結累計期間における売上高は1,307,584千円（前年同期比14.5％増）、営業利益は

58,987千円（前年同期比0.1％増）となりました。

 

（不動産総合ソリューション事業）

　不動産総合ソリューション事業においては、不動産開発プロジェクトへの参画、サブリースやＰＭ業務、不動産

フランチャイズ本部業務等、不動産に関する様々なサービスを提供しております。

　品川におけるサブリース事業、不動産プロジェクトが順調に推移する一方、不動産の市況の変化により不動産開

発プロジェクトが苦戦いたしました。また、不動産フランチャイズ本部業務については、地域オーナー(リージョ

ナルオーナー)、ブローカーオフィスの獲得の進捗が遅れ費用が先行しました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は268,532千円（前年同期比1.9％増）、

営業損失は54,713千円（前年同期は52,077千円の営業損失）となりました。

 

（決済ソリューション事業）

　決済ソリューション事業は、不動産賃貸管理会社、不動産オーナー向けに、家賃の概算払いと出納業務を組み合

わせた家賃収納代行サービスを提供しております。

　前連結会計年度に続き、既存サービスの取引件数が堅調に推移しました。また、家賃保証契約手続きの電子化

サービスの獲得をスタートさせました。

　この結果、決済ソリューション事業の売上高は430,210千円(前年同期比24.5％増)、営業利益130,302千円（前年

同期比42.4％増）となりました。

 

（その他事業）

　その他事業においては、飲食事業、音楽事業、ＡＩ事業を行っております。

　飲食事業においてはメディアへの露出が増えたものの、客足が伸びず売上が低調に推移いたしました。また、運

営の安定化を図るための投資による費用が先行いたしました。音楽事業においては、グランプリイベントが終了

し、順調に会員数が増加しております。ＡＩ事業においては、開発受託が順調に推移しております。

　この結果、その他事業の売上高は104,853千円（前年同期比16.8％減）、営業損失97,606千円（前年同期は

43,311千円の営業損失）となりました。

EDINET提出書類

株式会社アクトコール(E26631)

四半期報告書

 5/26



2）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は6,519,447千円となり、前連結会計年度末に比べ441,214千円

増加いたしました。

　これは主に、取得により販売用不動産が509,723千円増加したこと等によるものです。

 

（負債の部）

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は6,135,987千円となり、前連結会計年度末に比べ843,222千円

増加いたしました。

　これは主に、有利子負債が567,625千円、前受収益が48,508千円増加したこと等によるものであります。

 

（純資産の部）

　純資産につきましては、383,460千円となり、前連結会計年度末に比べ402,007千円減少となりました。これは

主に、親会社株主に帰属する四半期純損失が364,812千円及び当社の配当金の支払いによる減少38,416千円等に

よるものであります。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は1,639,202千円となり

ました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は下記のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において営業活動により使用した資金は、430,544千円となりました。これは、主

に税金等調整前四半期純損失が254,463千円の計上に併せて、販売用不動産の取得によるたな卸資産の増加額が

339,982千円となったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、78,759千円となりました。これは、主に

持分法適用関連会社に対する貸付を91,300千円行ったこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は527,258千円となりました。これは、主に有

利子負債の増加567,625千円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,180,000

計 30,180,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,684,200 7,684,200
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

ります。

計 7,684,200 7,684,200 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年３月１日～

平成30年５月31日
－ 7,684,200 － 292,915 － 214,315
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（６）【大株主の状況】

  平成30年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エフォート　 東京都港区赤坂２丁目17番50－2905号　 3,343,200 43.50

平井　俊広　 東京都港区　 1,184,400 15.41

株式会社リロケーション・ジャ

パン
東京都新宿区新宿４丁目２番18号 288,800 3.75

株式会社イー・ラーニング研究

所

大阪府吹田市江坂町１丁目23番38号

エフアンドエムビル６Ｆ
108,000 1.40

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 89,369 1.16

古瀬　洋一郎 東京都新宿区 50,100 0.65

株式会社三興 滋賀県彦根市西沼波町175－１ 50,000 0.65

井川　満 大阪府和泉市 44,000 0.57

戸石　智子 大阪府岸和田市 40,000 0.52

信太　正美 東京都杉並区 31,200 0.40

計 － 5,229,069 68.04
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,681,300 76,813

単元株式数は100株であり

ます。権利内容に何ら限定

のない当社における標準と

なる株式であります。

単元未満株式 普通株式       2,000 － －

発行済株式総数 7,684,200 － －

総株主の議決権 － 76,813 －

（注）単元未満株式には自己株式72株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年５月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社アクトコール
東京都新宿区四谷二丁目12

番５号
900 - 900 0.01

計 － 900 - 900 0.01

（注）当第２四半期会計期間末日の自己株式は972株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年３月１日から平

成30年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年12月１日から平成30年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ひので監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年11月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 1,812,317 ※１ 1,822,272

売掛金 355,447 400,023

販売用不動産 ※１ 736,460 ※１ 1,246,183

商品 1,435 1,325

原材料及び貯蔵品 4,831 3,628

その他 873,640 1,192,356

貸倒引当金 △136 △843

流動資産合計 3,783,996 4,664,946

固定資産   

有形固定資産 ※１ 1,378,717 ※１ 998,451

無形固定資産   

のれん 181,179 168,319

その他 235,430 258,863

無形固定資産合計 416,610 427,182

投資その他の資産 490,265 420,895

固定資産合計 2,285,593 1,846,529

繰延資産 8,642 7,971

資産合計 6,078,233 6,519,447
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年11月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年５月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 93,486 93,866

短期借入金 ※２ 483,200 ※１,※２ 896,470

1年内償還予定の社債 ※１ 55,000 ※１ 55,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※３ 532,666 ※１,※３ 520,673

未払法人税等 74,515 45,029

賞与引当金 46,476 47,982

預り金 1,209,586 1,358,763

前受収益 641,777 690,285

その他 394,101 500,388

流動負債合計 3,530,809 4,208,459

固定負債   

社債 ※１ 280,000 ※１ 252,500

長期借入金 ※１,※３ 1,425,905 ※１,※３ 1,619,753

その他 56,050 55,274

固定負債合計 1,761,955 1,927,528

負債合計 5,292,765 6,135,987

純資産の部   

株主資本   

資本金 292,915 292,915

資本剰余金 223,746 223,746

利益剰余金 245,561 △157,666

自己株式 △304 △304

株主資本合計 761,918 358,690

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,152 14,373

その他の包括利益累計額合計 13,152 14,373

新株予約権 10,396 10,396

純資産合計 785,467 383,460

負債純資産合計 6,078,233 6,519,447
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年５月31日)

売上高 1,876,622 2,111,180

売上原価 934,325 1,129,675

売上総利益 942,296 981,505

販売費及び一般管理費 ※１ 919,913 ※１ 971,229

営業利益 22,383 10,276

営業外収益   

受取利息 289 692

受取配当金 128 －

助成金収入 5,772 5,794

その他 2,961 2,748

営業外収益合計 9,151 9,235

営業外費用   

支払利息 14,919 22,410

持分法による投資損失 7,254 6,787

支払手数料 21,712 25,210

その他 1,538 3,661

営業外費用合計 45,425 58,070

経常損失（△） △13,891 △38,558

特別利益   

投資有価証券売却益 439 －

関係会社株式売却益 6,937 －

特別利益合計 7,377 －

特別損失   

減損損失 ※２ 92,861 ※２ 98,423

投資有価証券評価損 － 4,825

貸倒引当金繰入額 1,000 －

関係会社事業損失引当金繰入額 － 80,591

その他 － 32,064

特別損失合計 93,861 215,904

税金等調整前四半期純損失（△） △100,374 △254,463

法人税、住民税及び事業税 18,733 34,579

法人税等調整額 18,396 75,768

法人税等合計 37,129 110,348

四半期純損失（△） △137,504 △364,812

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △137,504 △364,812
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年５月31日)

四半期純損失（△） △137,504 △364,812

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,096 1,220

その他の包括利益合計 3,096 1,220

四半期包括利益 △134,407 △363,591

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △134,407 △363,591

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年12月１日
　至　平成29年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年12月１日
　至　平成30年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純損失（△） △100,374 △254,463

減価償却費 57,111 72,346

減損損失 92,861 98,423

のれん償却額 23,235 18,652

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,058 706

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,180 1,505

受取利息及び受取配当金 △417 △890

助成金収入 △5,772 △6,194

支払利息 14,919 22,410

持分法による投資損益（△は益） 7,254 6,787

売上債権の増減額（△は増加） △81,097 △44,575

たな卸資産の増減額（△は増加） △88,957 △339,982

仕入債務の増減額（△は減少） △8,360 379

その他の資産の増減額（△は増加） △322,894 △250,464

その他の負債の増減額（△は減少） 415,353 223,061

その他 42,117 96,577

小計 51,217 △355,717

利息及び配当金の受取額 246 633

助成金の受取額 2,400 400

利息の支払額 △8,905 △22,988

法人税等の支払額 △31,200 △52,870

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,758 △430,544

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △118,469 △89,676

投資有価証券の取得による支出 △7,932 △472

投資有価証券の売却による収入 440 －

貸付けによる支出 － △91,300

貸付金の回収による収入 － 2,216

その他 △69,386 100,472

投資活動によるキャッシュ・フロー △195,347 △78,759

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △15,400 413,270

長期借入れによる収入 280,000 542,000

長期借入金の返済による支出 △270,030 △360,144

社債の償還による支出 △7,500 △27,500

配当金の支払額 △38,416 △37,729

その他 △3,155 △2,636

財務活動によるキャッシュ・フロー △54,501 527,258

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △236,091 17,954

現金及び現金同等物の期首残高 1,716,166 1,621,248

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,480,074 ※ 1,639,202
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年11月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年５月31日）

現金及び預金（定期預金） 153,069千円 153,069千円

販売用不動産 439,694 1,031,182

有形固定資産 987,397 814,238

　　　　上記のほか、連結子会社株式（消去前金額390,000千円）を担保に供しております。

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年11月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年５月31日）

短期借入金 －千円 89,000千円

１年内償還予定の社債 15,000 15,000

１年内返済予定の長期借入金 111,734 87,306

社債 120,000 112,500

長期借入金 1,086,447 1,277,474

 

※２　当座貸越契約及び貸出コミットメント

当社及び連結子会社（株式会社インサイト）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行12行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のと

おりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成29年11月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年５月31日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
4,050,000千円 4,100,000千円

借入実行残高 400,000 600,000

差引額 3,650,000 3,500,000
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※３ 財務制限条項

　前連結会計年度（平成29年11月30日）

　当社が平成25年２月27日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高14,038千円には下記の財

務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済をする可

能性があります。

　① 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比

75％以上に維持すること。

　② 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の損益計算書における経常損益を損失としないこと。

　③ 各事業年度の決算期の末日における単体及び連結の損益計算書に示されるキャッシュフローの金額を

70,000千円以上に維持すること。なお、ここでいうキャッシュフローとは、経常利益、減価償却費及びの

れん償却費の合計金額から法人税等充当額を控除した金額をいう。

　また、当社の子会社が平成28年２月26日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高－千円に

は下記の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁

済をする可能性があります。

　① 各事業年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％以上

に維持すること。

　② 各事業年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額をマイナスとしないこ

と。

　③ 各事業年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失とならないように

すること。

　④ 各事業年度の決算期における単体の損益計算書に示される営業損益を損失とならないようにすること。

 

　当第２四半期連結会計期間（平成30年５月31日）

　当社の子会社が平成28年２月26日（㈱りそな銀行）に締結した金銭消費貸借契約の借入金残高－千円には下記

の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済をす

る可能性があります。

　① 各事業年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％以上

に維持すること。

　② 各事業年度の決算期の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額をマイナスとしないこ

と。

　③ 各事業年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失とならないように

すること。

　④ 各事業年度の決算期における単体の損益計算書に示される営業損益を損失とならないようにすること。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年12月１日　
　　至　平成29年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年12月１日　
　　至　平成30年５月31日）

給料 294,624千円 308,951千円

貸倒引当金繰入額 58 706

賞与引当金繰入額 28,922 32,656

退職給付費用 6,673 8,004

 

※２　減損損失

前第２四半期累計期間(自　平成28年12月１日　　至　平成29年５月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

 

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都新宿区 事業用資産 有形固定資産 3,885

東京都新宿区 事業用資産 無形固定資産(その他) 11,283

東京都新宿区 その他 のれん 77,691

（資産のグルーピング方法）

当社グループは、減損損失の算定にあたって、事業セグメントを基準に独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位を識別し、資産のグルーピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯）

事業用資産は、営業活動から生じる損益がマイナスとなることが見込まれるため、回収可能価額まで

帳簿価額を減額し、当該減少額を特別損失に計上しております。また、のれんについては、株式取得

時に想定していた超過収益力が認められなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を特別損失に計上しております。

 

当第２四半期累計期間(自　平成29年12月１日　　至　平成30年５月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

 

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都港区 事業用資産 有形固定資産 94,733

東京都新宿区 事業用資産 無形固定資産(その他) 1,770

東京都港区 その他 のれん 1,919

（資産のグルーピング方法）

当社グループは、減損損失の算定にあたって、事業セグメントを基準に独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位を識別し、資産のグルーピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯）

事業用資産は、営業活動から生じる損益がマイナスとなることが見込まれるため、回収可能価額まで帳

簿価額を減額し、当該減少額を特別損失に計上しております。また、のれんについては、株式取得時に

想定していた超過収益力が認められなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を特別損失に計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下

記のとおりであります。
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年12月１日

至　平成29年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年12月１日
至　平成30年５月31日）

現金及び預金勘定 1,643,144千円 1,822,272千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000 △30,000

担保に供している定期預金 △153,069 △153,069

現金及び現金同等物 1,480,074 1,639,202

 

 

（株主資本等関係）

　前第２四半期連結累計期間（自平成28年12月１日　至平成29年５月31日）

 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月23日

定時株主総会
普通株式 38,416 10  平成28年11月30日  平成29年２月24日 利益剰余金

（注）当社は、平成28年12月１日を効力発生日として普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っておりま

す。上記の１株当たり配当額は、当該株式分割前の実際の配当額を記載しております。

 

　当第２四半期連結累計期間（自平成29年12月１日　至平成30年５月31日）

 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年２月26日

定時株主総会
普通株式 38,416 5  平成29年11月30日  平成30年２月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成28年12月１日 至平成29年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

住生活関連総合
アウトソーシン

グ事業

不動産総合ソ
リューション

事業

決済ソリュー
ション事業

その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,141,737 263,413 345,507 125,964 1,876,622 1,876,622

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,285 － － 5,840 8,125 8,125

計 1,144,022 263,413 345,507 131,804 1,884,747 1,884,747

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
58,941 △52,077 91,474 △43,311 55,027 55,027

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 55,027

セグメント間取引消去 △1,159

のれんの償却額 △22,826

全社費用（注） △8,657

四半期連結損益計算書の営業利益 22,383

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

不動産総合ソリューション事業において、連結子会社である株式会社kiddingが保有する事業用資産について、

減損損失を特別損失に計上しております。なお、減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において

92,861千円(うちのれんの減損損失は77,691千円)であります。

 

(のれんの金額の重要な変動)

不動産総合ソリューション事業において、連結子会社である株式会社kiddingの取得に伴い計上したのれんにつ

いて減損損失を特別損失に計上しております。なお、のれんの減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間

において77,691千円であります。
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当第２四半期連結累計期間（自平成29年12月１日 至平成30年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

住生活関連総合
アウトソーシン

グ事業

不動産総合ソ
リューション

事業

決済ソリュー
ション事業

その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,307,584 268,532 430,210 104,853 2,111,180 2,111,180

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,110 － － 9,887 14,998 14,998

計 1,312,694 268,532 430,210 114,741 2,126,179 2,126,179

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
58,987 △54,713 130,302 △97,606 36,970 36,970

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 36,970

セグメント間取引消去 △1,235

のれんの償却額 △16,958

全社費用（注） △8,499

四半期連結損益計算書の営業利益 10,276

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

その他事業において、連結子会社である株式会社COURTESYが保有する事業用資産について、減損損失を特別損失

に計上しております。なお、減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において98,423千円(うちのれん

の減損損失は1,919千円)であります。

 

(のれんの金額の重要な変動)

その他事業において、連結子会社である株式会社COURTESYの取得に伴い計上したのれんについて減損損失を特別

損失に計上しております。なお、のれんの減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において1,919千円

であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年12月１日
至　平成29年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年12月１日
至　平成30年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △17.90円 △47.48円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)

（千円）
△137,504 △364,812

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額(△)（千円）
△137,504 △364,812

普通株式の期中平均株式数（株） 7,683,228 7,683,228

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

 

(事業の一部分離及び持分法適用関連会社の設立)

　当社は、平成30年５月17日開催の取締役会において、当社の不動産総合ソリューション事業のうち不動産開発

事業を分離することを決議し、平成30年６月８日付で日本駐車場開発株式会社との間で締結した合弁契約に基づ

いて事業分離を開始いたしました。

(1) 事業分離の主な理由

不動産総合ソリューション事業のうち元々強みとしている不動産オペレーション事業に注力できるようになり、

ストック型ビジネスモデルによって安定的な成長が見込めると判断したためであります。

 

(2) 分離先企業の概要等

①　商号　　　　　　　　株式会社ロクヨン

②　所在地　　　　　　　東京都千代田区

③　代表者の役職・氏名　代表取締役社長　小野　大三郎

④　事業内容　　　　　　住宅宿泊事業等を目的とした商業施設、住居等の開発、賃貸、転貸借及び管理に関

　　　　　　　　　　　　する事業

⑤　資本金　　　　　　　50百万円

⑥　設立日　　　　　　　平成30年６月14日

⑦　取得後の持分比率　　日本駐車場開発株式会社　　　60%

　　　　　　　　　　　　株式会社アクトコール　　　　40%

 

(3) 分離する事業の内容、規模

　不動産総合ソリューション事業のうち、不動産の価値を創造し収益を得る事業である不動産開発事業を分離い

たします。

　なお、保有する不動産等を賃貸し収益を得る事業及びその他不動産管理、流通に関する事業、すなわち不動産

オペレーション事業については従来通り当社で事業を継続いたします。

　平成29年11月期における当該事業分離における売上高は544,619千円(当社グループ4,093,337千円の13.3%)で

あります。

　また、契約締結日における当該事業の対象資産である「販売用不動産」の貸借対照表残高は、1,246,183千円

であります。

 

(4) 分離の時期

合弁契約締結日である平成30年６月８日から開始しております。

なお、分離は当期中に完了する予定であります。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月15日

株式会社アクトコール

取締役会　御中

 

ひ の で 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 羽入　敏祐

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮下　圭二

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アクト

コールの平成29年12月１日から平成30年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年３月１日から

平成30年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年12月１日から平成30年５月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アクトコール及び連結子会社の平成30年５月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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